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科学的管理と産業民主主義
廣　瀬　幹　好
はじめに
　アメリカ経営学会（The Academy of Management）のマネジメント史部会（Management 
History Division）は，1970年代半ば，過去200年間でアメリカのビジネスおよびマネジメント
思想と実践にもっとも貢献した人物についてのアンケートを行なった １）。その結果，圧倒的な
支持を得て第１位の座についたのは，テイラー（Frederick W. Taylor）であった。あとに続
くのは，バーナード（Chester I. Barnard），ギルブレス（Frank & Lillian Gilbreth），メイヨ
─（Elton Mayo），スローン（Alfred P. Sloan Jr.），フォード（Henry Ford）などの著名な人
たちである。経営史家やマネジメント史家へのアンケートであったとはいえ，彼らはまちがい
なくテイラーの歴史的貢献を高く評価している。
　他方，テイラーの貢献，彼の科学的管理の理念を批判するにとどまり，その進歩的側面を評
価しようとしない人たちもいる。ナドワーニー（Milton J. Nadworny），エイトケン（Hugh 
G. J. Aitken），ブレイヴァマン（Harry Braverman）などの周知の研究は，その代表的なもの
である ２）。
　この対照をなす状況をどのように理解すべきであろうか。ナドワーニーやエイトケンは，テ
イラーの科学的管理の理念と労働組合の同意を承認するテイラーの後継者たちの理念とを区別
１）Wren, Daniel A and Hay, Robert D. (September, 1977), ＂Management Historians and Business 
Historians: Diﬀering Perceptions of Pioneer Contributors,＂ Academy of Management Journal, 20(3), pp. 
470-476.
２）Nadworny, Milton J. (1955), Scientiﬁ c Management and the Unions, 1900-1932: A Historical Analysis 
(Cambridge, Mass: Harvard University Press).〔小林康助／訳（1977）『新版　科学的管理と労働組合』広
文社〕Aitken, Hugh G. J. (1985, originally published in 1960), Scientiﬁ c Management in Action: Taylorism 
at Watertown Arsenal, 1908-1915 （New Jersey: Princeton University Press). エイトケンの著書を吟味し
た，次の文献も参照のこと。桑原源次（1974）『科学的管理研究』未来社，第２章「科学的管理と労働」，
43-84頁。Braverman, Harry (1988, originally published, in 1974), Labor and Monopoly Capital: The 
Degradation of Work in the Twentieth Century (New York: Monthly Review Press). 〔富沢賢治／訳
（1978）『労働と独占資本』岩波書店〕なお，以下では邦訳のある場合には邦訳頁を併記するが，訳文は必
ずしも訳書通りではない。
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し，テイラーの理念を「専制的」あるいは「権威主義的」であると批判する ３）。ブレイヴァマ
ンも，次のように断定する。
　　 「いわゆる科学的管理は，急成長を遂げている資本主義的企業のなかでますます複雑化し
ていく労働統制の問題に科学の方法を適用しようとする試みである。それは，その仮説が
生産諸条件にかんする資本家の見解の反映以外のなにものでもないがゆえに，真の科学の
特質を欠いている。それは，時おり逆の意見が表明されるけれども，人間の視点から出発
するものではなく，資本家の視点から，すなわち，敵対的な社会関係という枠組みのなか
で御し難い労働者群をどのように管理するかという視点から出発するものである」 ４）
　テイラーへの批判は，彼の著述が広く世に知られるようになった1911年の春以来，労働組合
を中心に展開されていた ５）。それゆえ，以下に述べるように，アメリカ合衆国下院も過去３回，
いわゆる科学的管理を審議対象とする公聴会を開催したのである。その中で，1913年12月末か
ら1914年９月にかけて労使関係委員会が行なった産業不穏に関する公聴会と研究調査の中のひ
とつに，「能率システムと労働（Efficiency Systems and Labor）」が含まれていた。これの研
究調査結果とみなされているのが，いわゆる「ホクシー報告書」 ６）として広く知られている調
査研究である。
　ホクシー（Robert F. Hoxie）は，同書において，変化と安定の二元論的解釈によって科学
的管理と産業民主主義の非両立性を主張している。彼は，科学的管理に進歩的性格をみようと
するのではなく，不変の現状を是とする労働組合主義を容認する一方で，迫りくる力としての
科学的管理の展開，すなわち変化の不可避性を認識しようとするあいまいな立場を採っている。
すなわち，彼は，現状の維持に重きを置いた。この点が，「ホクシー報告書」の最大の欠陥で
あり，労働側に偏った研究であると批判される所以なのである。科学的管理の進展が不可避で
あり，同時に産業民主主義の実現が不可欠であると考えるならば，社会進歩という視点から科
学的管理の欠点を是正し，産業民主主義の実現を図る道を探ることが大切であろう。彼の研究
は，科学的管理が社会進歩の一側面であるとの視点が不十分であったのである。
　科学的管理，テイラーのマネジメント思想は今なお高く評価される一方で，上にみたような
厳しい批判も依然として存在する。筆者は，テイラーを賛美する立場をとらないが，また他方，
３）Nadworny, Milton J. (1955), p. 145.〔小林康助／訳（1977），230-231頁〕Aitken, Hugh G. J. (1985), pp. 
237-238.
４）Braverman, Harry (1988), p. 59.〔富沢賢治／訳（1978），95頁〕
５）この点については，ナドワーニーの著書，とくに第４章を参照のこと（Nadworny, Milton J. (1955), pp. 
48-67.〔小林康助／訳（1977），77-109頁〕）。
６）Hoxie, Robert F. (1915), Scientiﬁ c Management and Labor (New York: D. Appleton and Company).
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いわゆるテイラー主義というような表面的で一面的な断定にも与しない。とりわけ，人間機械
視，労働強化の思想との評価はまったくの誤りである，と筆者は考える。もしテイラーがその
ような思想をもっていたならば，既述のアメリカ経営学会のきわめて高い評価を理解すること
は不可能である。多様な視点からの批判に耳を傾けることが大切であることはいうまでもない。
しかし，もっとも重要なことは，批判の視点にとどまるのではなく，批判的摂取という視点に
立つことであろう。
　本稿は，以上のように今もなお評価が大きく分かれる科学的管理，テイラーのマネジメント
思想を，批判的摂取という視点から再評価しようとする試みである。すなわち，その限界を見
極めるとともに，歴史的意義を確定しようと試みている。
Ⅰ　能率と同意
１．科学的管理と人的要素
　上に述べたように，いわゆる科学的管理を審議対象とする合衆国下院の公聴会の最初は，労
働委員会が実施した「テイラーのショップ・マネジメント・システム調査（Investigation of 
Taylor System of Shop Management）」（1911年４月28日～５月１日）であった ７）。次は，科
学的管理が導入されていた政府所有のウォータータウン兵器廠での鋳造工たちによるストライ
キ（1911年８月１日～７日）をきっかけとした，「テイラーおよびその他のショップ・マネジ
メント・システム（The Taylor and Other Systems of Shop Management）」を調査するため
の特別委員会による公聴会（1911年10月４日～1912年２月12日） ８），そして第３回目は，すで
に述べた労使関係委員会による「能率システムと労働」に関する公聴会（1914日４月13日～16
日） ９）である。
　それぞれの公聴会においては，科学的管理に対して厳しい意見も表明されている。労働委員
７）Committee on Labor (1911), Investigation of Taylor System of Shop Management, Hearings before the 
Committee on Labor of the House of Representatives, 62nd Congress, 1st Session on House Resolution 90 
(Washington, D. C.).
８）Special Committee (1912), The Taylor and Other System of Shop Management, Hearings before the 
Special Committee of the House of Representatives to Investigate the Taylor and Other Systems of Shop 
Management, under authority of House Resolution 90 (Washington, D.C.: U.S. Government Printing 
Oﬃce).
９）Commission on Industrial Relations (1914), First Annual Report of the Commission on Industrial 
Relations (Washington, D. C.), pp. 10-45; Commission on Industrial Relations (1916), Industrial Relations, 
Final Report and Testimony Submitted to Congress by the Commission on Industrial Relations Created 
by the Act of August 23, 1912, Vol. １ (Washington, D. C.: Government Printing Oﬃce), pp. 763-1024. テ
イラーは第２回目と第３回目の公聴会で証言している。この点については，廣瀬幹好（June, 2014）「F. W. 
テイラーと二つの公聴会証言」『関西大学商学論集』第59巻第１号，109-137を参照のこと。
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会による調査は，政府所有のロックアイランド兵器廠への科学的管理導入に反対する国際機械
工組合の動きに対応して行なわれたものである。しかしながら，ナドワーニーによれば，労働
委員会調査における「証言の大半はテイラーの著述への攻撃からなっているが，何ら結論は出
なかった」 10）。
　また，政府所有のウォータータウン兵器廠で1911年８月に起こったストライキを契機として
行なわれた，「テイラーおよびその他のショップ・マネジメント・システム」に関する下院特
別委員会調査の議会への報告書（1912年３月９日）においても，厳しい批判が示されてい
る 11）。しかし，同委員会は，報告の論調とは異なって立法化すべきとの結論は出さなかった。
すなわち，
　　 「さまざまな政府工場において，どのようなショップ・マネジメント・システムを選択す
るかは，大いに運営上の問題（a matter of administration）であり，本委員会は今回の問
題について，立法化の勧告が望ましいとも，またそれが適切であるとも考えていない」 12）
　この事実は，テイラー・システムに不信感を示す人々の意向に反して，「マネジメント・コ
ンサルタントたちの明らかな勝利」を示すものである，とナドワーニーは評価している 13）。ま
た，C. B. トンプソン（C. Bertrand Thompson）はもっとはっきりと，「おそらく主張された
批判がテイラ ・ーシステムには当てはまらないゆえに，勧告が不要であるとの結論にいたった」，
と述べている 14）。
　労使関係委員会の報告書に収録されている「能率システムと労働」も，その結論において次
のように科学的管理に対して厳しい批判を展開している。
　　 「最良のものとしての科学的管理は，制度の諸部門を有機的に体系化し，以前にはできな
かった諸職能の調整を可能にして，産業に大きな利益を与えている。／しかしながら，科
10）Nadworny, Milton J. (1955), p. 57).〔小林康助／訳（1977），88頁〕
11）The Iron Age (March 21, 1912), ＂The Taylor System in Government Shops,＂ The Iron Age, pp. 726-
728. すなわち，諸条件や方法を変化させる際には労働者との協議並びに「統治される者の同意（with the 
consent of the governed）」が必要であること，能率を高めるために人の犠牲を伴わないこと，適正な日々
の労働の決定には労働者の精神的側面の考慮が重要であることなどの主張である。要するに，マネジメン
トの実践は労働者の同意に基づき協力を得る必要があるというのが，特別委員会の主張である。
12）Ibid.
13）ナドワーニーによれば，特別委員会の報告書の全体的な基調に反して，委員会はこのように結論したの
である（Nadworny, Milton J. (1955), p. 64.〔小林康助／訳（1977），97頁〕）。
14）Thompson, C. Bertrand (1917), The Theory and Practice of Scientiﬁ c Management (Cambridge, Mass.: 
Houghton Mifflin Company, The Riverside Press), in Wren, D. A. and Sasaki, Tsuneo ed. (2002), 
Intellectual Legacy of Management Theory (London: Pickering & Chatto), p. 252.
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学的管理が生み出した社会問題は，この領域にあるのではない。その社会的帰結について
いえば，組織労働者であるか否にかかわらず，科学的管理には，生活水準の保護，産業教
育のための進歩的手立て，労働者が自ら経営に対して漸次的に有効な参加の可能性をみい
だすための産業民主主義の機会がない。それゆえ，未組織労働者にはこれらの人権を求め
て活動する手立てがまったくないために，組織労働者が不断に断固たる行動を起こすこと
がきわめて重要な義務となる。もし必要であれば，これらの人権の発展に適した条件を含
まないばかりか，多くの点で敵対的となるような産業発展と戦うことも，きわめて重要な
義務なのである」 15）
委員は労使それぞれ３名と公益代表３名から構成されており，公益代表の一人が委員長であっ
た。しかしながら，労使関係委員会のこの最終報告書に署名したのは，委員長と労働側代表の
３名のみであり，全９名中４名の委員しか署名していない。公益代表２名および使用者代表３
名の合計５名，すなわち過半数が署名をしておらず，この報告書を多数派報告とみなすことは
できないのである。
　下院が設けた上記三つの委員会の調査が行なわれた時期は，労働組合と科学的管理の対立が
もっとも激しい時期であった 16）。それゆえ，委員会の公聴会においても科学的管理に多くの批
判が寄せられたのである。労働組合およびその支持者は，テイラーとその後継者たちのマネジ
メントの理論と実践は労働者を酷使して労働強化を行なおうとするものだ，と厳しく批判した。
テイラーは人的要素を軽視し，労働者を機械のように扱って労働強化を図ろうとしているのだ
と。しかしながら，このような厳しい批判の存在にもかかわらず，立法化による科学的管理の
導入制限，禁止が勧告されなかったという事実には，留意が必要であろう。
　テイラーも長時間にわたり証言台に立った 17），特別委員会の報告内容を重視したThe Iron 
Age誌は，報告書の全文を1912年３月21日号に掲載した。先に述べたように，立法化による科
学的管理の導入制限，禁止は勧告されなかったとはいえ，特別委員会は，マネジメント・シス
テムの導入に対して，報告書の最後で次のような懸念を示していたのである。
　　 「マネジメントは，労働者の協力を十分に得るようにあらゆる努力を行なうべきである。
それゆえ，労働者の利益に影響する行為については事前に相談や説明をする機会を提供し
15）Commission on Industrial Relations (1916), Industrial Relations, p. 143.
16）マッケルビー（Jean Trepp McKelvey）は，科学的管理と組織労働との関係を三つに時期区分し，1911
年から1915年までを両者の完全な敵対の時期だと述べている。この点については，次を参照のこと。
McKelvey, Jean Trepp (1952), AFL Attitudes towards Production, 1900-1932 (New York: Cornell 
University Press), p. 12.〔小林康助・岡田和秀／訳（1972）『経営合理化と労働組合』，風媒社，29頁〕
17）ここでのテイラーの証言が，広くテイラー証言として知られているものである。
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て，開かれた公平な方法で労働者を取り扱うべきである」 18）
　同誌は，また，この報告書が「人的要素（human factor）」の重要性を提示したものである
として，著名な企業指導者５名からこの報告に対して寄せられた手紙を，「科学的管理におけ
る人的要素」と題して，同誌の４月11日号に掲載している 19）。以下，その内容を要約的にみて
おこう。
　スミス（Oberlin Smith）は，科学的管理の真の目的は物的手段だけでなくそれを使う人的
手段にとってすべてのものを快適にすることであると述べる。報告書は，テイラー・システム
を標準化，システム化，刺激の三つの部分に分けて説明しているが，前二者の限界についての
指摘は当を得ている。しかし，報告書は労働者の奴隷化について過度に懸念している。テイラ
ーと彼の後継者たちは人的要素の取り扱いについて十分な経験をもっており，また最近では，
彼らのやり方を統一化しようとする新しい科学的管理協会に多くの人が参加しているのであ
る，と 20）。
　ヒギンズ（Aldus C. Higgins）も，報告書の内容は優れたものであり，その内容のほとんど
に同意するとして，次のように述べた 21）。テイラーの業績は偉大なものであり，作業の科学的
研究はマネジャーに重要なデータを提供する。だが，それはデータなのである。労働者の協力
と善意の精神がなければシステムはうまく機能せずに壊れてしまう，と報告書が述べているの
は適切である。労働者の十分な協力があって初めて，標準化やシステム化は可能となるのであ
る。
　カルダー（John Calder）は，「統治される者の同意（the consent of the governed）」を第
一に考えねばならないとの委員会の主張に従えば能率の達成は見込めず，また労働者の能率向
上を研究することに対しての委員会の反対には賛成できないが，労働者を機械と同じようにみ
なし働かせることには反対であるとの意見を述べている 22）。
　ファルケナウ（Arthur Falkenau）は，報告書がテイラーやその他のマネジメント・システ
ムの核心的原理が労働者の労働を節約することにあるという本質をみていないと批判する 23）。
すなわち，テイラーが人的要素を軽視しているのではないというのが，ファルケナウの主張で
18）The Iron Age (March 21, 1912), ＂The Taylor System in Government Shops,＂ p. 728.
19）The Iron Age (April 11, 1912), ＂Human Element in Scientiﬁc Management: Views in Favor of and 
Taking Issue with the Report of the House Committee Investigating Shop Management Systems for the 
Government,＂ The Iron Age, pp. 912-914.
20）Smith, Oberlin (April 11, 1912), “Managing Scientifically,” in “Human Element in Scientific 
Management,” p.913 「新しい科学的管理協会」とは，1911年に発足した「管理科学推進協会（テイラー協会）」
を指すものと思われる。
21）Higgins, Aldus C. (April 11, 1912), ＂Suggestion Importance of Management Studies,＂ Ibid., p. 914.
22）Calder, John (April 11, 1912), ＂The Scope of Management,＂ Ibid., pp. 913-914.
23）Falkenau, Arthur (April 11, 1912), ＂The Point of Time Studies Commonly Missed,＂ Ibid., p. 914.
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ある。
　タウン（Henry R. Towne）も，科学的管理が人的要素を軽視しているとの批判に対して反
論するとともに，「統治される者の同意」を求める報告書の主張を厳しく批判する。さらに，
報告書が述べる「刺激（stimulation）」は「酷使（sweating）」と同義のものとされているが，
テイラーや彼の後継者たちは，逆に労働者の教育と訓練によって負担なく能率的に働くことを
主張しているのだとの意見を表明した 24）。
　以上のように，５名の企業指導者たちは，人的要素を考慮することの大切さ，労働者の協力
を得ることの重要性を認めている。と同時に，彼らは，テイラーや彼の後継者たちが人的要素
を軽視しているとはみなしておらず，科学的管理が労働強化を図るものだとは考えていない。
しかしながら，人的要素を考慮するということの意味については，さらに検討を要する。
２．労働者の同意
　いわゆるホクシー報告書の調査助手として知られる産業カウンセラーのヴァレンタイン
（Robert G. Valentine）は，テイラー協会において二度講演を行なっている。1914年12月５日
に行なわれた「科学的管理と組織労働」 25）と，翌年12月10日に行なわれた「能率と同意との漸
進的関係」 26）である。両講演において，彼は，労働組合を支持する立場から自らの考えを展開
した。
　1914年の講演において，ヴァレンタインは，どのようなものであれ労働組合主義こそが民主
主義の明確な発展形態であると主張する 27）。これに対して，ヴァレンタインのいう産業民主主
義は現状では実現困難であるとの意見や，理論としては理解できるとの意見が述べられた。さ
らに，ほぼ同様な趣旨からであると思われるが，労働組合の承認およびこれと協調することに
は賛成するが，その際，現在のような生産制限などの方針を採らず科学的管理の原理を受け入
れることが不可欠だとの発言も行なわれた 28）。
　この議論に，ホクシーも参加している。彼は，科学的管理の原理と団体交渉との調和が抽象
的には困難ではないが，双方の無理解のために実際には難しいと述べ，この状況を解決する方
法として，相互が組織的に交流すべきであるとの提案を行なっている 29）。
24）Towne, Henry R. (April 11, 1912), ＂The Employee in Management Plan,＂ Ibid., p. 912.
25）Valentine, Robert G. (January, 1915), ＂Scientiﬁc Management and Organized Labor: the Functions of 
the Industrial Counselor－Possible Relations of Scientiﬁc Management and Labor Unions,＂ Bulletin of the 
Taylor Society, 1 (2), pp. 3-6.
26）Valentine, Robert G. (January, 1916), ＂The Progressive Relation between Efficiency and Consent,＂ 
Bulletin of the Taylor Society, 2 (1), pp. 7-13.
27）Valentine, Robert G. (January, 1915), p. 3.
28）Taylor Society (January, 1915), ＂A Discussion of ＇Scientific Management and Organized Labor',＂ 
Bulletin of the Taylor Society, 1 (2), pp. 6-8.
29）Ibid., pp. 8-9.
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　翌1915年の講演において，ヴァレンタインは自らの主張をより明確に提示し，テイラーの産
業界への貢献は徐々に人類の進歩にとっての重要な貢献となるだろうと述べつつも，次のよう
に主張している 30）。
　マネジメントの良し悪しを判断する基準は，労働者の完全に自主的で組織的な同意を認める
かどうかであり，強制（compulsion），すなわち同意なき奉仕の時代は終わった。同意には個
人的同意（individual consent）と工場の内外での集団的同意（group consent）があり，とも
に集団をより能率的にする基礎をなす。それゆえ，生産能率の最新の成果と民主主義の科学や
技法の最新の発展を結びつけること，すなわち販売，生産，財務と同じく労働者が重要だとい
うことを理解する必要がある。彼はこのように述べた。
　以上は講演原稿での主張だが，彼はさらに，講演当日に次のように述べている 31）。当協会は
２種類の重要な問題を調査すべきである。ひとつは，最良の組織，作業遂行の最前の方法に関
するものであり，もうひとつは，組織や方法の運営にともなう社会的，産業上の影響に関する
ものである。労働者は，新しい技術や装置が用いられるべきか，またどのような条件でそうす
べきかの決定に自ら参加する権利があると考えている。自分が能率と同意の関係として論じて
いるのはこのことであり，当協会が十分に研究しなければならない問題である。もっとも重要
な研究課題は，労働者の自分に影響することへの同意という問題である，と。
　自らに影響することの決定への労働者の参加を求めるだけでなく，さらに集団的同意とりわ
け労働組合の同意を認めよというヴァレンタインの主張に対しては，かなり多くの批判的な意
見が出された。
　製造業のマネジャーのウォルフ（Robert B. Wolf）は，科学的管理を生産性向上のための科
学的方法だとみなすのはまったくの誤りであり，真の科学的管理は労働者の創造的能力である
個性を奪うものではない，とヴァレンタインを厳しく批判した 32）。
　ジョセフ・ファイス社のファイス（Richard A. Feiss）も，ヴァレンタインの民主主義観を
批判している 33）。ヴァレンタインは，民主主義を従業員や工場外の労働組合がビジネスの運営
の細部にわたり参加することだと考えている。しかし，自分は，従業員が専門的意見や科学的
決定や純粋に経営的活動に参加する能力や権利をもっているとは思わない。ヴァレンタインは
理想の労働組合像を描いており，産業における実現可能な民主主義がどういうものかを説明し
ていない。
　コンサルタント技師のS. E.トンプソン（Sanford E. Thompson）も，主に集団的同意につい
30）Valentine, Robert G. (January, 1916), pp. 7-11.
31）Ibid., pp. 11-13. 講演当日の原稿は，速記録の要約である。
32）Taylor Society (January, 1916), ＂A Discussion of ＇The Progressive Relation between Eﬃciency and 
Consent＇,＂ Bulletin of the Taylor Society, 2 (1), pp. 13-14. 後述するように，ウォルフは，翌1916年12月の
テイラー協会年次会合において労働者の自発性を重視する講演を行なっている。
33）Ibid., pp. 14-15.
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て批判的な意見を述べている 34）。ヴァレンタインの二つの提案，すなわち人的仕組みがうまく
機能して初めてマネジメントが科学的であるということ，また個人が同意する権利をもつこと
がマネジメントによって常に認められるということは承認する。しかし，個人的同意に加えて
組織的同意（organized consent）をマネジメントの判断基準とすることには，承服しかねる。
人はだれも，作業方法を議論し労働条件に反対する権利をもっており，そして組織化の権利を
もっている。だが，組織の意思決定は意見でなく事実に基づかねばならない以上，複数の工場
をまたぐ集団的同意（inter-factory consent）というものは考えられない。
　コンサルタントのチップマン（Miner Chipman）は，ヴァレンタインのいう同意の意味に
ついて批判した 35）。彼が主張する同意は，説得（persuasion）に基づくものであり，テイラー
の考える同意はそれとは異なるものである。テイラーは，信頼（confidence）による同意，す
なわちショップにおいて標準や計画に従うことへの同意は，科学的管理の原理と実践への信頼
によって得られると考えたのである。ヴァレンタインのいう同意の概念は，科学的方法とはま
ったく逆であり，組織的同意が必要であるという彼の主張は，政治的駆け引きとしての同意で
ある。
　科学的管理論者のハサウェイも，ヴァレンタインが現在の労働組合を満足すべきものとみて
いるが，労働組合主義は利己主義的動機に基づくものだと批判している 36）。
　ミクスター（Charles W. Mixter）は，次のように述べている 37）。人を人として扱うという
ことは，リーダーシップと則るべき当然の規則に個人が同意するということであり，民主主義
以前の当然のことである。しかし，ヴァレンタインは，集団的同意によって労働者にマネジメ
ントと同等の発言権を与えることを求めている。この考えは，産業における統制の二元化であ
り，致命的結果をもたらすだろう。
　The Survey誌の編集者フィッチ（John A. Fitch）は，ヴァレンタインを支持する数少ない
34）Ibid., p. 15.
35）Ibid., pp. 17-18.
36）コンサルティング技師のポラコフ（Walter N. Polakov）も，現在の労働組合主義の下では真の労働者の
同意は得られないとの意見を述べている（Ibid., pp. 16-17）。また，ケント（William Kent）も，ヴァレン
タインがマネジメントの判断基準とする「完全に自主的で組織的な同意」の現実性について批判している
（Ibid., p. 17）。さらに，ケントおよびチップマンは，労使対立の現実的な解決をめざした従業員代表制のモ
デルとなる「ロックフェラ ・ープラン」（1915年実施）に対して，ヴァレンタインが「社会の笑い種（sociological 
joke）」と嘲笑したことについても，厳しく批判している（Ibid., p. 17, 18）。ロックフェラー・プランは，
周知のように制約された民主主義と評価すべきであるが，当時としては従業員の人間性に配慮するという
進歩性をもっていた。労働組合主義の立場をとるヴァレンタインからすれば，「社会の笑い種」にしか思え
なかったのであろう。ロックフェラー・プランについては，次を参照のこと。廣瀬幹好（1998）「CF&Iと
ロックフェラー・プラン」，平尾武久・伊藤健市・関口定一・森川章／編著『アメリカ大企業と労働者─
1920年代労務管理史研究』北海道図書刊行会，61-92頁。
37）Taylor Society (January, 1916), ＂A Discussion of ＇The Progressive Relation between Eﬃciency and 
Consent＇,＂ pp. 18-19.
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ひとりであった 38）。使用者と従業員の利害は対立しており，利益分配の科学的な方法は存在し
ない。それゆえ，客観的立場からみて，私は，ヴァレンタインが同意について述べていること
は真実であり，組織的同意が不可欠だと考えている。ショップ・マネジメントの根本的事項に
おいて，政治的民主主義と同じく代表制をとることが重要である。
　以上のように，テイラー協会内での討論者の大半は，労働者個人の同意の重要性は認めつつ
も，集団的同意，すなわち労働組合の同意は人的要素の考慮と同じではないと批判しているの
である。
３．統制と同意
　さらに１年後の1916年12月９日，テイラー協会の年次会合において，「統制と同意」という
タイトルの下，「産業における指図，創意，および個人主義」についての議論が行なわれた 39）。
やむを得ぬ事情から予定が変更されてウォルフが講演し，議論が行なわれることになった 40）。
ウォルフは次のように述べる。
　　 「私は，ドルーリー教授と同じ結論に至っている。すなわち，すべての人が自らの創造的
能力を発揮し，それによって満足や自由を実現する固有の権利をもっていることを理解す
べきだということである。満足や自由を感じるのは，日々の労働において自らを表現する
ことによってのみ可能になるからである」 41）
　ウォルフは，科学的事実といわれるもの，すなわち厳密な科学が適正な領域を超えて適用さ
れる危険性を指摘する。彼によれば，マネジャーが扱う領域は，自然法則が支配する領域，人
38）Ibid., p. 16.
39）The Taylor Society (March, 1917), ＂Control and Consent: A Discussion of Instructions, Initiative, and 
Individualism in Industry,＂ Bulletin of the Taylor Society, 3 (2), pp. 5-20.
40）会長のパーソンによれば，当初，テイラーの後継者であるクック（Morris L. Cooke）が「あなたのショ
ップでは誰がボスなのか」という報告をする予定だったが，急病のためプログラムが変更になったのであ
る（Ibid., p. 5）。なお後日，クックはテイラー協会報に当該論文を発表している。次を参照のこと。Cooke, 
Morris L. (August, 1917), ＂Who is Boss in Your Shop?: Individual vs. Group Leadership, and Their 
Relation to Consent and the ideals of Democracy,＂ Bulletin of the Taylor Society, 3 (4), pp. 3-10.
41）The Taylor Society (March, 1917), ＂Control and Consent: A Discussion of Instructions, Initiative, and 
Individualism in Industry,＂ p. 7. ヴァレンタイン論文の議論における先の発言に示されているように，ウォ
ルフは，科学的管理を生産性向上のための手段だとみなし，マネジメント問題を労働組合との交渉に委ね
るべきだとのヴァレンタイン流の考えについては，厳しく批判している。ここでウォルフが挙げているド
ルーリーの見解とは，次節に示すように，同じ日（1916年12月９日）に行なわれたドルーリーの講演にお
いて示された見解のことである。ドルーリーの講演内容は事前に協会報に掲載されている。次を参照のこと。
Drury, Horace B. (November, 1916), ＂Scientific Management and Progress,＂ Bulletin of the Taylor 
Society: A Society to Promote the Science of Management, 2 (4), pp. 1-10.
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の意志を扱う領域，および人々の協働に関わる領域からなるゆえに，労働者の自由意志を利用
することが重要なのである。すなわち，
　　 「マネジャーとしての数年間の経験から，私は次のような結論に至った。すなわち，たと
えマネジメントが作業遂行の最良の方法を巧みに決定したとしても，労働者が作業をその
やり方で行なうことを望まなければ，それは最良の方法ではないのである」 42）
　　 「あらゆる労働者に対して，自らの個性を伸ばし，外的力にただ反応するのではなく『自
発的に』働く機会を与えることが必要である。この前提に立てば，『完全に科学的な』管
理にとって，組織構成員により多くの責任を意識的に与えること，そして『製造の細部に
わたるすべて』を中央計画部門からの命令によって統制するのをやめることが必要だとい
うことは明らかである」 43）
　ウォルフは，「人々が創造的な仕事をする機会を否定する組織は科学的とみなすことはでき
ない」，と述べているのである 44）。
　続く討論において，労働組合の主張に共感する立場をとるポートナー（A. J. Portenar）は，
システムを強調しすぎてほとんど人間性に配慮しないのでテイラー・システムに反対だが，ウ
ォルフの話を聞いて自分がテイラーの考えを間違って解釈しているか，そうでなければあなた
たちの中に異端者がいるのかと思ったと述べている 45）。ニューヨーク博愛慈善学校書記
（Secretary, New York School of Philanthropy）のディヴァイン（Edwin Devine）も，ポート
ナーが重視する産業の人間化に賛意を示すとともに，労働者が経営意思決定に参加することの
重要性を強調している 46）。
　一方で，ジョセフ・ファイス社のファイスは，テイラーの原理は人間を発達させるための適
切な原理，すなわち人々の労苦を減らして富をつくりだすための研究であり，人間に配慮した
ものだと主張した 47）。
42）The Taylor Society (March, 1917), ＂Control and Consent: A Discussion of Instructions, Initiative, and 
Individualism in Industry,＂ p. 11.
43）Ibid., pp. 11-12.
44）Ibid., p. 12. 討論のまとめにおいて，ウォルフは，「産業組織で働く人々が，自らの仕事について意見を述
べることのできるような組織にしなければならない」とも述べている（Ibid., p. 20）。
45）ポートナーの肩書は，ニューヨーク州産業委員会の雇用局長（Superintendent, Bureau of Employment, 
New York State Industrial Commission）となっている（Ibid., p. 13）。
46）Ibid., pp. 17-18.
47）Ibid., pp. 15-17. なお，ジョセフ・ファイス社における科学的管理の状況については，次を参照のこと。
Goldberg, David J. (1992), ＂Richard A. Feiss, Mary Barnett Gilson, and Scientiﬁc Management at Joseph 
& Feiss,＂ in Nelson, Daniel, ed., A Mental Revolution: Scientiﬁ c Management since Taylor (Columbus, OH: 
Ohio State University Press), pp. 40-57.〔アメリカ労務管理史研究会／訳（1994）『科学的管理の展開─
テイラーの精神革命論─』税務経理協会，53-74頁〕
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　ここでの議論は，科学的管理への厳しい批判や反批判の応酬があったわけではない。しかし
ながら，ファイスが述べたように，テイラーの原理が人的要素に配慮し人々の労苦を減じて富
を創造しようとするものであったとしても，その原理をさらに発展させるうえで何らかの限界
があることが，ウォルフの講演やポートナーの発言に示されているように思われる。
Ⅱ　科学的管理と進歩
１．科学的管理─その過去と未来
　テイラー協会は，会報（1916年11月号と1917年２月号）において，「科学的管理と進歩」と
題する論文 48）ならびにそれをめぐる議論 49）を掲載している。議論のねらいは，科学的管理が
現在（当時）の産業問題にどの程度対処しているのか，そして将来はどうなるのか，というこ
とを明らかにすることにあった。論文の執筆者は，Ohio State Universityのドルーリ （ーHorace 
B. Drury）である。彼は，この論文と同じタイトルの講演を，1916年10月26日～28日に同大学
工学部の後援によって行なわれた「人間工学会議」（Congress of Human Engineering）で行
なっている 50）。彼は，上に述べた「統制と同意」の議論が行なわれたのと同じ日，1916年12月
９日のテイラー協会年次会合において再度，同一内容の講演を行なったのである。
　ドルーリーは，科学的管理の根本原理の時代的制約について，彼の言葉を借りれば，「現在
の論争の根本原因であり，明日の世界が修正した形でしか受け入れないだろうテイラー・シス
テムの諸側面」 51），について論じた。彼は，労働組合が批判するような労働者の酷使や熟練の
衰退については根拠薄弱だとしながらも，科学的管理が労働者の真の価値を評価せず，彼らの
人間性を軽視しているという点が問題であるとした。しかし他方で，彼は，科学的管理が形成
された諸条件を思い起こすならば，テイラーがたどった道はやむをえないものであり，また称
賛さえもせざるをえないとも述べている 52）。もう少し詳しく，彼の言うところをみておこう。
48）Drury, Horace B. (November, 1916), ＂Scientiﬁc Management and Progress,＂ pp. 1-10.本文に続き，次の
ように付記されている。この論文が年次会合（1916年12月９日）で読まれることになっているので，会員
は論文の主張を十分に理解して議論に参加すべきである，と（Ibid., p. 10）。
49）The Taylor Society (February, 1917), ＂Scientiﬁc Management and Progress: A Discussion of How Far 
Scientiﬁc Management is coping with Present Day Industrial Problems, and What is the Outlook of the 
Future,＂ Bulletin of the Taylor Society, 3 (1), pp. 7-22.
50）人間工学会議の詳細については，次を参照のこと。Committee on the ＂Human Engineering＂ (January, 
1917), ＂Congress of Human Engineering, October 26, 27 and 28, 1916,＂ The Ohio State University Bulletin, 
21 (12). 彼は，10月28日（土）の午前に行なわれた最終セッションの最後の講演者であった。冒頭，報告
内容をよりはっきりと示せば，「科学的管理─その過去と未来─」であると述べている（Drury, 
Horace B. (January, 1917), Ibid., p. 134）。
51）Drury, Horace B. (November, 1916), p. 6.
52）Ibid., p. 7.
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　テイラーの時代，彼が労働者の創意を認めなくても責めることはできない。当時の労働者は
自ら統治できる能力をもっておらず，使用者の厳格な統制や計画と実行の分離，指示への服従
を容認する時代状況にあったからである。それゆえ，テイラーも，労働者の忠誠心を得るため
の社会化されたシステムを展開できなかった。しかしながら，将来は，知的で創意ある従業員
に対処できる，より民主主義的な統制と責任の広がりがみられるようにならなければならない。
抑制と命令でなく，個人の自己表現によって能率を確保するという考えに変わらなければなら
ない 53）。
　また，テイラーの後継者たちも，従業員の人間性の重要性を見落としていたわけではない。
科学的管理を導入している二つの会社の事例は，科学的管理がより人間的で社会的なシステム，
人間関係の真の科学への歩みを示しているのである。
　さらに，「産業の科学（science in industry）」と「労使関係の調和（harmony in industrial 
relations）」というテイラーの信念は，時代を超えて妥当性をもつものだが，彼の考案した科
学は，自ら認めているように完全なものではない。とくに，社会制度の変化とともに，科学の
人間的側面が作り直されなければならない。同時に，労使関係の調和についても，テイラーに
は限界があった。ドルーリーは，言う。
　　 「科学的管理の下で設定された基準がますます科学的になり，資材と人間双方の本質を考
慮に入れるようにすることが，人間工学の任務であるだろう」 54）
　以上のドルーリーの主張を要約すれば，次のようになるであろう。テイラーやその後継者た
ちは，労働者を酷使するという意図をもっていたわけではない。しかし，時代的制約のために，
労働者の能力軽視による使用者の非民主的で厳格な統制を是とする考え方をもっていた。この
ようなテイラーたちの人間観，これが将来的に科学的管理が発展するうえでの制約となるとい
うのが，ドルーリーの主張なのである。
２．科学的管理と進歩
　ドルーリーの論文は，コンサルティング技師が多く参加したテイラー協会で読まれたためか，
批判も多く寄せられた。たとえば，ガント（Henry L. Gantt）は次のように述べている 55）。テ
イラーの活動と理念についてのドルーリーの議論は，その多くがテイラーの活動をよく知らな
53）Ibid., pp. 8-9.
54）Ibid., p. 10.
55）The Taylor Society (February, 1917), ＂Scientiﬁc Management and Progress: A Discussion of How Far 
Scientiﬁc Management is coping with Present Day Industrial Problems, and What is the Outlook of the 
Future,＂ pp. 10-14.
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い人たちの意見に基づいている。テイラーは，将来の産業は伝統や意見でなく事実に基づくべ
きであり，意見に基づく恣意的法則に自然法則がとって代わるべきであるとの信念をもってい
た。つまり，事実にのみ基づくということは同じ基準で判断するということであり，専制を民
主主義に替えるのである。
　ポラコフ（Walter N. Polakov）も，厳しい批判を展開している 56）。ドルーリーは，労働者
と資本家の階級闘争がわれわれの社会経済構造を特徴づけているとの考えをもっており，その
ような考えの下では，使用者と従業員の利害の調和を考えることができない。彼は，科学的管
理運動それ自体の進化を完全に見落としている。
　ハサウェイ（H. K. Hathaway）は，「ドルーリー氏がテイラー氏について述べた結論に対して，
強く反対する」として，次のように述べた 57）。ドルーリーの論文は，ホクシーの著書やヴァレ
ンタインの論文と同様に，実際に存在しない理論上の条件と比較している。彼は労働者がショ
ップのマネジメントに何の役割も担っていないと述べているが，そうではない。私はTabor 
Manufacturing社の副社長だが，会社を運営しているのは私ではなく，また社長でもない。会
社を運営している人たちはすべて，労働者から昇進してきた人たちである。テイラー・システ
ムの下では，労働者がマネジメントにおける大きな役割を担っている。時間研究についても，
時間研究担当者と労働者が，協力して最善の方法を開発しているのである。
　S. E.トンプソンも，ドルーリーの批判の多くは当てはまらないとして，次のように反論し
た 58）。科学的管理の主目的の一つは，行き当たりばったりで専制的な意見を科学的分析に基づ
く基準に置き換えることである。ドルーリーは科学的管理が労働者の創造性の機会を奪うと述
べているが，科学的管理以外のマネジメント方法で労働者に創造する機会を与えているものが
あるだろうか。そしてまた，科学的管理を実践しているいくつかの会社において，離職やスト
ライキが少ないことをどのよう説明すればいいのだろうか。
　議論の参加者は，批判者ばかりではなかった。ペンシルヴェニア大学ウォートン・スクール
のウィリッツ（Joseph H. Willits）は，科学的管理には工場で働く人に対してよりいっそうの
注意を払う責任があるというドルーリーの主張には同意するが，生産と関係のない福利事業の
ようなものが必要なのではなく，人の科学あるいは人間工学と科学的管理の両者を結びつける
ことが求められているとの意見を表明した 59）。
　同じく，コロンビア大学ビジネス・スクールのヘイグ（Robert M. Haig）も，経済学者とし
てドルーリーに賛成する立場から議論に参加している 60）。彼は次のように述べた。技師をめざ
56）Ibid., pp. 15-16.
57）Ibid., pp. 16-18.
58）Ibid., pp. 19-20.
59）Ibid., pp. 9-10.
60）Ibid., pp. 18-19.
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す学生が将来的に成功するためには，人間問題を理解することのできる教育が提供されなけれ
ばならない。ドルーリー批判の大半は，彼が科学的管理を十分に理解していないためだと述べ
ている。しかし，彼は，あなたたち技師の抱える問題を熱心に理解しようと試みているのであ
り，技師たちも経済学者の意見を理解しようとする義務がある。科学的管理の目的や理念がわ
が国の多数の労働者に受け入れられているわけではないのであり，科学的管理が存続するには，
人間問題に対処することがもっとも重要であろう。
　以上の議論を受けて，ドルーリーは次のように応答している 61）。自分は科学的管理を批判し
ようという目的をもって論文を書いたわけではない。敵意をもった批判ではなく，建設的な意
図をもって書いたのである。ここで述べたかったことは，「科学的管理の現在の実践が将来の
ニーズを満たすのに適切であるのかどうか」，という問題を取りあげたのである。それゆえ，
科学的管理の一定の側面が理想的なものでなくともテイラーや彼の業績を非難すべきではな
く，科学的管理が形成された諸条件を思い起こすならば，テイラーがたどった道はやむをえな
いものであり，また称賛さえもせざるをえないと述べたのである。
　科学的管理は社会に対して重要な貢献を行なっている。だが，私が言いたいのは，これで十
分だということはないということである。すなわち，科学的管理が労働者の創意を抑制しない
ということには反対しないが，労働者の能力を引き出すという問題に将来的にも注意が払われ
なければならないということである。
　テイラー協会での議論だということもあってか，ドルーリーは，言葉を慎重に選んで科学的
管理が労働者の自由を奪っているとは思わないと述べている。しかし，彼は，科学的管理がさ
らに発展するためには，労働者の創意を引き出すということについてのテイラーたちの現在の
考え方に限界があり，変化が必要だと考えているのである。そのことは，「抑制システムがも
っとも有効であった時代は過ぎ去った」 62）との発言に，はっきりと示されている。
　ドルーリーは，「科学的管理と進歩」の発表に先立ち，同じような趣旨で「産業能率の要因
としての民主主義」と題する論文を発表していた 63）。この論文において彼は，集権や統制では
61）Ibid., pp. 21-22.
62）Ibid., p. 22.
63）Drury, Horace B. (May, 1916), ＂Democracy as a Factor in Industrial Efficiency,＂ Personnel and 
Employment Problems, The Annals of the American Academy of Political and Social Science, 65, pp. 15-
27.ドルーリーの論文は，他の４論文とともに第１部「工業経営における人的要素の位置」に収められている。
なお，この第１部は工業経営における人的要素の重要性について論じているが，科学的管理を議論のテー
マにしているわけではない。この中に，ファイスの論文「科学的管理の基礎としての人的関係」（＂Personal 
Relationship as a Basis of Scientiﬁc Management,＂ Ibid., pp. 27-57）も収められている。ファイスは，「工
場が生み出しているのは物ではなく人である」とのテイラーの言葉を引きながら，科学的管理を適用して
いる自社の実態を示しつつ，人的（労使）関係の問題の解決に取り組んでいるとの主張を行なっている。
さらに，彼は，この問題の解決こそが科学的管理の基礎をなすと述べている。この論文は，前年の秋にテ
イラー協会（管理科学推進協会：1915年12月以前の名称）報に掲載されたものの再録であり，ファイス論
文についての討論も，次に示す同協会報に収録されている。Feiss, Richard A. (November, 1915), ＂Personal ↗
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なく民主化が能率を高めるということを主張している。彼は，科学的管理が時代に対応して進
化すべきことを求めているのである。彼のいう民主主義とは，社会を構成する多数の人々が自
己決定（self-direction）を積極的に認める状態のことである。それゆえ，彼は，次のように結
論する。
　　 「より高い標準，確固たる規律，専門家の助言に留意する新たな才能を求める時代になっ
ている。科学的管理と秩序が，アメリカ精神の新たな基調となるべきである。しかしなが
ら，これらの新たな発展を進めるうえで，自由という基本原理を軽視してはいけない」 64）
Ⅲ　科学的管理と民主主義
１．テイラー協会と科学的管理
　これまで述べてきたことから明らかなように，科学的管理の将来的な発展にとって検討すべ
き重要なことは，民主主義という問題である。科学的管理論者とこれを批判するものとの根本
的な対立点は，民主主義の内容の解釈にある。前者は，専門家の発見する事実に基づく経営が
民主主義を意味すると考えるのに対して，後者は，労働者の意志の反映そしてまた労働組合の
マネジメントへの参加が民主主義にとって不可欠であると考えるのである。
　テイラーは，あきらかに前者の立場をとっている。しかし，テイラー協会の会員たちや協会
の会合に出席する人々の中には，程度の差はあれ，後者の意味での民主主義に共感する者もい
た。
　テイラーは1915年３月21日に亡くなった 65）。彼の追悼会が同年10月22日夜，ペンシルヴェニ
ア大学（University of Pennsylvania）においてテイラー協会主催で行なわれ 66），挨拶に立っ
↘ Relationship as a Basis of Scientific Management,＂ Bulletin of the Society to Promote the Science of 
Management, 1(6), pp. 5-16; ＂Discussion,＂ pp. 16-25.
64）Drury, Horace B. (May, 1916), p. 27.
65）テイラーが最後に公の場に姿をみせたのは，彼の死の２週間ほど前の1915年３月４日，オハイオ州ヤン
グスタウンでの講演においてであった。その前日も，同じ内容の講演をクリーブランド宣伝クラブ
（Cleveland Advertising Club）において行なっている。講演内容の概要については，次を参照のこと。
Taylor, Frederick Winslow (December, 1916), ＂The Principles of Scientiﬁc Management,＂ Bulletin of the 
Taylor Society, 2 (5), pp. 13-23.
66）この日，テイラーは同大学から名誉博士号を授与されている（Taylor Society (November, 1915), ＂October 
Meeting,＂ Bulletin of the Society to Promote the Science of Management, 1(6), p. 1）。「管理科学推進協会」
から「テイラー協会」への名称変更は，1915年の12月11日と12日にニューヨークで行なわれた年次会合で
決定された（Taylor Society (January, 1916), ＂Special Note,＂ Bulletin of the Taylor Society: A Society to 
Promote the Science of Management, 2(1), p. 1）。テイラー協会設立の経緯については，次を参照のこと。
The Taylor Society (July, 1920), ＂Purpose, Origin and Activities of the Taylor Society,＂ Bulletin of 
theTaylor Society, 5 (3), p. 2; Kent, R. T. (February, 1932), ＂The Taylor Society Twenty Years Ago,＂ ↗
29科学的管理と産業民主主義（廣瀬）
た中には著名な弁護士のブランダイス（Louis D. Brandeis）もいた。協会報は，彼の発言を次
のように要約している。
　　 「テイラー氏の後継者たちは，彼の偉大な仕事があらゆる勤労者の繁栄と福利の増大に結
実するように努めるべきである。この重要な任務は，一般の労働者階級とくに労働組合と
関係をもつ人々に，科学的管理の基礎をなす根本原理を認識させることである。これらの
原理を認識し，協力することによってのみ，労働者は，求める成果を変わることなく手に
することを望めるのである。このことを労働者に理解させ，科学的管理が適用されるすべ
ての人々の同意を得ること，これがテイラー氏の後継者たちに課せられた特別の任務であ
る」 67）
　ブランダイスは，言う 68）。労働指導者が科学的管理の導入に敵意を示す理由の大部分は，誤
解によるものであろう。しかし，教育を通じてこの誤解を解こうとしたとても，解決できない
領域がある。民主主義社会においては，課された条件の変化によって影響を受ける人々は，相
談を受けるべきなのである。労働者は，科学的管理が明らかにしている産業上の真理（industrial 
truths）を確信するだけでなく，これらの真理が人間的真理（human truths）と呼ぶべきもの
と矛盾しないことを確信しなければならない。そのためには，科学的管理の導入と実施のあら
ゆる段階で，労働者の代表の同意と協力を得なければならないのである。
　格調の高い追悼の辞において，ブランダイスは，仕事の喜びや労働者の自由と能力開発のよ
うなテイラーがやり残した問題を解決することこそ，彼に最高の敬意を払うことになるととも
に人類への最高の奉仕となるであろう，とテイラーの後継者たちや協力者たちに対して期待を
込めて述べた。「真の意味での労働問題」 69）の解決なくして科学的管理のさらなる発展はあり
えない，ブランダイスはこのように主張したのである。
　科学的管理をめぐる議論は，テイラーの後継者たちが集うテイラー協会において，さらに進
展をみる。1917年３月に開かれた同協会のボストン会合において，会長のパーソンは，「マネ
ジャー，労働者，そして社会科学者」と題する講演を行ない，次のように述べた。
　　 「過去２～３年間で私たちの関心をとくに引く問題の議論において，マネジャーの観点か
らだけでなく，労働者と社会科学者の観点が付け加わった」 70）
↘Bulletin of the Taylor Society, 17 (1), pp. 39-40.
67）Taylor Society (November, 1915), p. 2.
68）Brandeis, Louis D. (1920), in Taylor Society, Frederic Winslow Taylor: A Memorial Volume (Mass: 
The Plimpton Press), pp. 72-76.
69）Ibid., p. 76.
70）論文は，協会報に事前掲載されている。Person, Harlow S. (February, 1917), ＂The Manager, the↗
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　どれか一つの視点からだけでは科学的管理の問題を理解することができず，それぞれに長所
と短所がある。テイラーを支持する人々は，科学的管理のあらゆる側面についての幅広い議論，
すなわち労働者の観点および社会科学者の観点からの議論を受け入れるべきである。パーソン
はテイラー協会会長として，このように述べたのである 71）。
　パーソン講演の議論に参加したハーバード大学ロー・スクール教授のフランクフルター
（Felix Frankfurter）は，現在は科学的管理の歴史の第３段階にあると言う 72）。それは，科学
的管理が自らに対する批判を認める段階，科学的管理が科学の一部にすぎないことを人々が理
解している段階，すなわち科学的管理が完全に科学的にならなければならない段階である。そ
れゆえ，他の科学的研究によって明らかにされた諸要因を考慮し，それらを統合して体系化し
なければならず，パーソンが主張するように，マネジャー，労働者，社会科学者の利害を調和
させることが大切なのである。フランクフルターは，このように述べた。
　この議論に参加したタフツ大学教授のメトカーフ（Henry C. Metcalf）も，パーソンの主張
に具体性がないのはとても残念だとしながらも，協会への重要な貢献であると高く評価した。
メトカーフは，次のように述べている。社会の価値概念は物から人へと移行しており，あらゆ
るビジネスを人間の観点から考えざるをえない。産業の社会福利的観点を受け入れ，ビジネス
の物的側面と同様の厳密な科学的プロセスと方法では人的要素を扱えないと考えるマネジャー
が急速に増えているのである，と 73）。メトカーフは言う。
　　 「現在とりわけ必要とされていることは，経済民主主義の発展である。これを発展させる
うえで，人間性という本質的事実を取り入れなければならない。／社会科学者は，将来，『事
実（facts）』により広い意味を与えなければならないだろう。そして，真の産業能率と調
和のためには，『事実』を構成するものの発見，解釈，同意のための真に協同的な方法が
考えだされなければならないだろう」 74）
　The Survey誌の編集者フィッチも，科学的管理がこれまでは取り扱ってこなかった多くの
問題に取り組もうとしていることを示した，とパーソンの主張を高く評価している。
↘ Workman, and the Social Scientist: Their Functional Interdependence as Observers and Judges of 
Industrial Mechanisms, Processes and Policies,＂ Bulletin of the Taylor Society, 3(2), p. 2. 彼のいう「社会
科学者」とは，経済学や心理学の教授，ソーシャル・ワーカー，雑誌編集者などの産業の外側にいる人たち，
すなわち労使関係の外部者のことである。
71）Ibid., pp. 2-7.
72）Taylor Society (December, 1917), ＂Discussion of ＇The Manager, the Workman, and the Social 
Scientist＇,＂ Bulletin of the Taylor Society, 3(6), pp. 6-8.
73）Ibid., p. 3.
74）Ibid., p. 4.
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　　 「産業における民主主義的代表制の必要性の認識について，科学的管理を代表して行なわ
れた最良の主張である。そのような主張が初めて行なわれたとはいわないけれど，協会が
行なった最良かつ明確な主張である」 75）
　もちろん，討論に参加した者すべてがパーソンの主張に賛成したわけではなかった。経営者
でありコンサルティング技師のハサウェイは，会社の業績や経営の失敗に責任をもつのはマネ
ジャーだけであるので，三者の均等責任ではなくマネジャーのみが意思決定すべきだと強く主
張した 76）。しかしながら，この議論において，彼のような主張は少数派であった。科学的管理
をめぐるテイラー協会内部での議論は，確実に進歩しているのである。
２．科学的管理と民主主義
　ナドワーニーは，著書『科学的管理と労働組合』の第５章を「障壁の亀裂」（Cracks in the 
Barricades）と題して，テイラーの労働組合についての理念が彼の後継者や彼に近い人たちか
らも批判された事例を挙げ，民主主義の「障壁」であるテイラーの理念の「亀裂」について論
じている 77）。彼は，労働組合との団体交渉を認めないテイラーを産業民主主義の否定者として
描き，テイラーのマネジメント思想を，労使協調すなわち自らの観点からすれば進歩に対する
障害物であるとみなすのである。
　彼は，テイラー協会を中心とするテイラーの後継者たちの労働組合と団体交渉を承認する方
向への議論の発展を，「マネジメント運動の成熟による独裁から民主的見地への正常な変身」
と述べ 78），テイラーと意見を異にするロバート・ヴァレンタインを，産業民主化の最大の功労
者の一人として高く評価するのである 79）。
　すでにみたように，テイラーの提唱する科学的管理に限界があることは，テイラー協会の議
論にも示されている。しかしながら，テイラーのマネジメント思想を進歩に対する障害物，民
主主義に敵対する独裁だとして否定的にしかみないナドワーニーの見解は，適切なテイラー評
価であるとは思えない。
　テイラーは，人間協働を実現することによって組織の能率を高めようと努力した人物である。
しかし，彼は，科学決定論者であるとともに，規範論者であった。彼は，労働者を抑圧し駆り
75）Ibid., p. 10.
76）Ibid., pp. 4-6.
77）Nadworny, Milton J. (1955), pp. 68-86.〔小林康助／訳（1977），111-140頁〕
78）Ibid., p. 145.〔同上，230-231頁〕
79）「〔1915年12月にヴァレンタインが発表した─引用者〕『能率と同意の漸進的関係』は，テイラー協会で
それまでに発表されたものの中でもっとも重要な論文の一つである。この論文は，テイラー協会がとるべ
き労働組合との関係の未来を予告し，科学的管理の考え方を広げて新しく不可欠なものとしての『同意』
（consent）を含めるのに寄与した」（Ibid., p. 98.〔同上，158頁〕）
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立てるという古いマネジメント思想を根本から否定し，協働確保の科学的基礎を築いて労使双
方が公正なものとして受け入れる基準をつくろうとしたのである。しかしながら，彼は，労働
者の創造的能力を軽視するという制約された人間観，労働者の多様な欲求を軽視し組織への献
身と勤勉を規範とする倫理観をもっていた。
　ドルーリーが時代的制約を認めつつも厳しく批判したのも，テイラーのこのような考え方に
対してであった。テイラーの限界は，人間協働の有効性を工学的基準に還元し，これを倫理的
基準にまで高めようとしたことにある。このことが，マネジメントという人間協働の科学への
彼の貢献を制約したのである。
　C. B.トンプソンが指摘しているように，「人が一定の時間で一定の物事をすることが『可能
である』（can）という事実は，それを行なう『べき』（ought to）であるということを意味す
るわけではない」 80）。協働を担う人々の意志，すなわち同意が不可欠とされる所以である。テ
イラーは，科学的管理の下では労働組合の関与と団体交渉は不要であるとしてこれを頑なに認
めなかった。だが，人々の同意の意味するところは，労働組合の関与であり，団体交渉の承認
なのである。
　テイラーは，労働組合との交渉は政治的駆け引きであり，科学とは相いれないと考えたので
あろう。その考えは間違いではない。しかし，労働者はたとえ使用者の指揮下に置かれようと
も，生身の人間である。人々は多様な性格，動機，欲求，意欲をもって働いているのである。
たとえ科学的に設定された基準であっても，それを素直に受け入れるとはかぎらないし，受け
入れるべきであるともいえない。それゆえ，真に労働者の協働を確保するためには，何らかの
形での参加が保障されねばならないのである。人間協働の科学，すなわちマネジメントの科学
は，工学的基準に還元することはできないのである。
　藻利重隆氏は，次のようにテイラーの限界を指摘している。
　　 「初期の科学的管理は……生産過程を合理化することによって，同時に，端的に労働問題
をも処理し，解決しようとするものであったことが，想起せられなければならない。それ
は，経営の二重構造性を自覚しないで，経営問題を，もっぱら生産機能的にのみ解決しよ
うとしたものであり，そして，そのことのゆえにこそ，労働組合の強烈な抵抗を甘受しな
ければならなかったのである。科学的管理における経営独裁制の弊は，根本的には，これ
を労務管理と並立する生産管理へと転換させることによってのみはじめて打開の方途を見
出しうることとなるのである」 81）
　　 「生産管理的理解のうちに埋没せられた労働問題にあっては，労働者
4 4 4
に関する，したがっ
80）Thompson, C. Bertrand (1917), p. 29.
81）藻利重隆（1964）『労務管理の経営学（増補版）』千倉書房，187頁。
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て，人間
4 4
に関する経営社会的関連はおのずから閑却せられ，それはたんに，生産の経営技
術的構造関連のうちにおいて，その構成要素をなす作業者
4 4 4
の問題としてのみ把握せられる
にすぎない。換言すれば，各労働者は，そこではたんに，その担当する作業を通じて，協
業ないし分業に参加する者としてのみ観察せられ，作業能率的観点のみがその前景に押し
出されて，労働者の経営社会的側面，すなわち，経営社会を構成する人間としての面が，
その背後に押しのけられ，閑却せられる結果を招来する」 82）
　藻利氏が的確に指摘しているように，テイラーの最大の欠陥は，労働者を能率向上のために
作業する労働力として理解するにとどまり，労働を発揮する労働力の所有者としてとらえるこ
とができなかったことである。すなわち，彼は，生産管理の問題として労務管理問題を解決で
きると考え，実行したのである。
　このような弱点や限界をもっていたとしても，科学的管理，テイラーのマネジメント思想が
進歩の障害であるとみなすならば，その理解は，完全に誤っている。科学的管理は，推量に基
づく駆り立て方式のマネジメントを近代化し，事実に基づくマネジメント，すなわち，実証的
思考方法を産業組織に適用するという進歩性をもつ，「実証的マネジメント」 83）のパイオニア
なのである。
　フォレット（Mary P. Follett）も次のように述べ，科学的管理の実証性を評価している。
　　 「命令を非人格化する傾向があるということが，科学的管理の最大の貢献のひとつだと思
う。科学的管理の本質は状況の法則を発見しようと企てることである，と考えることがで
きるであろう。科学的管理の下では，マネジャーも労働者と同じように命令を受ける立場
にある。なぜならば，両者がいずれも状況の法則に従うからである」 84）
おわりに
　本稿の冒頭で述べたように，テイラーには極めて高い評価がある一方で，厳しい批判が存在
する。そして現在もなお，両者は平行線をたどっているように思われる。本稿では，その理由
82）藻利重隆（1965）『経営管理総論（第二新訂版）』千倉書房，21頁。
83）科学的管理を実証的マネジメントと呼んだのは，C. B. トンプソンである。次を参照のこと。Thompson, 
C. Bertrand (1917), pp. 1-13.
84）Metcalf, Henry C. and Urwick, L., ed. (1941), Dynamic Administration: the Collected Papers of Mary 
Parker Follett (London: Management Publications Trust), in Wren, D. A. and Sasaki, Tsuneo ed. (2005), 
Intellectual Legacy of Management Theory (London: Pickering & Chatto), p. 57.〔米田清隆・三戸公／訳
（1997）『組織行動の原理─動態的管理【新装版】』未来社，84頁〕この言葉には，フォレットの慧眼がテ
イラーの真意を見抜いていることが示されている。
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を明らかにするとともに，テイラーのマネジメント思想をできるかぎり正確に理解し，正当に
評価しようと試みた。平行線をたどる理由を結論的に言えば，社会発展の視点から歴史的に評
価しようとする意図，すなわち批判的摂取の精神が不十分だからである。テイラーの，科学的
管理の限界を見極め，それのもつ進歩性を正しく把握すること，この姿勢が重要なのである。
　テイラーは，『科学的管理の原理』の「序」において，次のように述べている。
　　 「過去においては，人が第一であった。将来は，システムが第一となるにちがいない。し
かし，このことは，すぐれた人が必要でないということを意味しているのではない。そう
ではなく，良いシステムの第一の目的は，一流の人々をつくりだすことであり，システム
化されたマネジメントの下では，すぐれた人は，これまでよりも確実かつ速やかに最上の
地位につくのである」 85）
　引用の前段のみに目をやれば，人間軽視の表現のようにもみえる。すなわち，人間をシステ
ムに置き換えることを主張しているように。しかしながら，テイラーの真意はそのようなこと
ではない。人任せ，すなわち個々人の経験にのみ頼っている現状を，「人が第一であった」と
批判し，これをシステムに置き換えねばならないと述べているのである。当然ながら，良いシ
ステムはすぐれた人々を必要とする。それゆえ，一流の人々を育成することの重要性を強調し
ているのである。
　筆者はかつて，次のように述べた。
　　 「彼は，科学的計画化こそが管理者に求められる最も重要な職能だと考え，システムを通
じて工場組織の能率化を実現しようとした。こうして初めて，生産部門の能率化が，成り
行きではなく計画的に実現される可能性が開けたのである。／テイラーはまた，生産の場
が同時に労働の場であることを十分に承知していた。それゆえ，人々が心から協力して働
くことの重要性を，繰り返し訴えた。生産の場が人間協働の場であることを明確に意識し
ていたからである。しかし，工学的基準に照らした彼の科学的思考は，彼の人間観と倫理
観を制約し，働く人々の創造的能力を軽視した。テイラーが人間を機械視しているといわ
れるのもそれ故である。しかしながら，制約された人間観を持っていることと人間を機械
視することとを混同してはならない。テイラーのマネジメント思想が人間協働の科学とし
て弱点を持っていることは既に指摘したが，彼の思想には，同時代の技師の能率意識が投
85）Taylor, Frederic W. (February, 1911), The Principles of Scientiﬁ c Management, special edition (Mass: 
The Plimpton Press), p. 8.
35科学的管理と産業民主主義（廣瀬）
影されているのである。この意識は彼のマネジメントの科学への貢献を制約したが，その
ことをもって，人間機械視の思想であると決めつけるべきではない。能率偏重であるとの
批判は基本的には正しいが，テイラーの思想的基盤をなしている技師のプロフェッショナ
リズムの意義を矮小化するとすれば，そのような見方は誤りである。テイラーのマネジメ
ント思想は，その本質において，技師のプロフェッショナリズムの発展，進化として理解
すべきであろう。……われわれは，人間協働の学としてのマネジメントの出発点にテイラ
ーが位置することを再確認するとともに，マネジメント思想への技師の貢献を，正当に評
価すべきであろう」 86）
　筆者のテイラー評価は，これとまったく変わることはない。労働問題の解決，労使協調の実
現こそがマネジメントの最大の課題であると考え，その部分的解決から出発したテイラーのマ
ネジメント改革は，彼の存命時には十分に実現しなかった。しかし，個々人の経験ではなく事
実に基づく経営という彼の思想は，マネジメントにおける普遍的真理であり，現在に継承され
ている。マネジメントの科学は，C. バーナード（Chester I. Barnard）の言う「行動知（behavioral 
knowledge）」 87）の定式化であるということができる。それゆえ，何が事実であるとするのか，
どのように事実を発見し，科学的知見に高めるか，その方法は時代とともに変化するであろう。
　テイラーのマネジメント思想，科学的管理を賛美するという過ちを犯してはならず，その弱
点，批判すべき点をさらに明確にしなければならない。だがしかし，単なる批判にとどまるの
ではなく，同時代の多くの技師たちとともにマネジメントの科学の創造に終生努力したテイラ
ーの貢献を，過小評価することなく正当に評価すべきである。アーウィック（Lyndall F. 
Urwick）が厳しく批判するように，決してテイラーの「名声を下げる」 88）ことを試みたりして
はならないであろう。
【付記】
　　本研究は，2017年度関西大学研修員としての研究成果の一部である。
86）廣瀬幹好（2005）『技師とマネジメント思想─アメリカにおけるマネジメント思想の生成, 1880年～1920
年─』文眞堂，223頁。
87）Barnard, Chester I. (1938), The Functions of the Executive (Mass: Harvard University Press), p. 291.
〔山本安次郎・田杉競・飯野春樹／訳（1968）『新訳　経営者の役割』ダイヤモンド社，304頁〕
88）Urwick, Lyndall F. (March, 1958), ＂The Integrity of Frederick Winslow Taylor,＂ Advanced 
Management, 23(3), p. 9.
